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第１０期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定について 
 

１ 計画の策定根拠  

第 10期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（以下、第 10期計画）は、老人福祉法

に基づく市町村老人福祉計画（高齢者福祉計画）と介護保険法に基づく市町村介護保険事業計画

（介護保険事業計画）を一体のものとして策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間 

令和９年度～令和１１年度（３年間） 

 

３ 第 10期計画イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 令和７年度スケジュール 

  別紙のとおり 

◯ 市町村老人福祉計画（高齢者福祉計画） 

   本市の老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（老人福祉事業）の供給体制

確保や老人福祉事業量の目標等を定める。 

◯ 市町村介護保険事業計画（介護保険事業計画） 

本市の要介護認定者数や介護サービスの給付量を見込み、計画期間内のサービス基盤の

整備方針や介護保険料等を定める。 

第９期計画の評価 

第１０期計画策定 

◯第９期の給付費・サービス量の評価 

◯施策（事業）の進捗状況の評価 

◯調査結果の分析 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査、 

在宅生活改善調査 等 

◯人口・認定率の伸び・利用率の伸び等の分析・推計 

◯第１０期の給付費・サービス量の推計 

◯施策（事業）の計画・目標量の推計 

◯給付費・サービス量（施設整備含む）の目標量の設定 

◯施策（事業）の目標量の設定 

◯保険料の設定 



◆ 国の動向等

説明会

◆ 調査

準備 調査・分析

準備 調査

準備 調査

準備 　調査

◆

公募開始

◆第９期計画の進捗管理

実施

まとめ

◆分科会

第１回 第２回 第３回 全体会議 第４回

◆地域包括ケア庁内推進委員会

・開催

・開催

・関連事業の調査

・調査結果取りまとめ、報告書案作成

3月

・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

・在宅介護実態調査

・在宅生活改善調査

計画策定に向けた各種調査等に関する説明会

分析業務委託

・調査分析業務委託の公募

別紙

・介護サービス事業所実態調査

第10期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定スケジュール（令和７年度）

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月



１ 介護サービス事業所実態調査  

（１）目的 

今後の介護人材確保支援事業等の推進に向けての基礎資料とするため、市内で介

護サービスを提供している介護サービス事業所の状況と実態を把握することを目

的とする。 

 

（２）調査対象 

旭川市内に所在する介護サービス事業所 

 

（３）調査内容 

   事業所（実施サービス、職員の採用・離職・研修等）及び利用者（入所前や退

所後の状況）、外国人労働者、介護ロボット等に関することについて。  

 

（４）調査実施状況 

   発送数：７１５件 

有効回収数：４１３件 

回収率：５７．８％ 

 

２ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査  

（１）目的 

   高齢者の心身の状態や自立した生活をおくる上での課題、今後の意向等をより的

確に把握することを目的とする。 

 

（２）調査対象 

   要介護１～５の認定を受けていない 65 歳以上の高齢者 

（一般高齢者と要支援１、２認定者） 

 

（３）調査内容 

   からだを動かすこと、食べること、毎日の生活、地域での活動、たすけあい、健

康などに関する項目について。 

 

（４）調査実施状況 

   発送数：４，３８２件 

有効回収数：２，５１６件 

回収率：５７．４％ 

 

３ 在宅介護実態調査  

（１）目的 

   「在宅生活の継続」や「就労継続」に有効なサービス利用のあり方やサービス整

備の方向性を検討することを目的とする。 

 

（２）調査対象 

   主に在宅で要支援・要介護認定を受けている方 

 

（３）調査内容 

   本人（介護度）及び介護者（就労、介護内容、サービス利用等）の状況 



 

（４）調査実施状況 

   発送数：１，２００件   

有効回収数：５６０件   

回収率：４６．７％ 

 

４ 在宅生活改善調査  

（１）目的 

   自宅等に居住する方で、現在のサービス利用では生活の維持が難しくなっている

利用者の実態を把握し、地域に不足する介護サービス等を把握することを目的とす

る。 

 

（２）調査対象 

   居宅介護支援事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、地域包括支援センターの  

管理者及び事業所に所属するケアマネジャー 

 

（３）調査内容 

   在宅生活の維持が難しくなっている人の実態、在宅生活の維持が難しくなってい

る人に必要な支援・サービスに関する項目 

 

（４）調査実施状況 

   発送数：１２８件 

有効回収数：９１件 

回収率：７１．１％ 

 


